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第４章          武力攻撃災害への対処 

 

  第１節 関係機関の役割  

 

１ 国の役割 

 国は、武力攻撃災害の防除及び軽減のため、自ら必要な措置を講ずるとともに、

対策本部長は、特に必要があると認めるときは、知事に対し、武力攻撃災害の発生

の防止や災害への対処等の措置を適切に実施するよう、その方針を示した上で、直

ちに指示することとされている。 

 また、内閣総理大臣は、国民保護法の規定するもののほか、知事の要請があった

ときは、対策本部長の求めに応じ、武力攻撃災害を防除し、及び軽減するため、対

処基本方針に基づき、関係大臣を指揮し、必要な措置を講じさせることとされてい

る。 

 

２ 府の役割 

 府は、府域に係る武力攻撃災害を防除及び軽減するため、武力攻撃災害への対処

に関する必要な措置を講じることとされている。 

 知事は、武力攻撃により多数の死者が発生した場合や、放射性物質や危険物質等

による武力攻撃災害が発生し、国民保護措置を講ずるため高度な専門知識、訓練を

受けた人員、特殊な装備等が必要となる場合など、自ら武力攻撃災害を防除及び軽

減することが困難であると認めるときは、国対策本部長に対し、消防、警察、海上

保安庁、自衛隊等の専門の部隊の派遣等必要な措置の実施を要請することとされて

いる。 

 

３ 町・消防の役割 

 町は、当該町の区域に係る武力攻撃災害を防除及び軽減するため、武力攻撃災害

への対処に関する必要な措置を講ずる。 

 町長は、当該町の区域に係る武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとし

ている場合において、住民の生命、身体又は財産を保護するため緊急の必要がある

と認めるときは、知事に対し、国対策本部長に上記要請を行うよう求める。 

 消防は、その施設及び人員を活用して、国民の生命、身体及び財産を武力攻撃に

よる火災から保護するとともに、武力攻撃災害を防除し、及び軽減する。 

 


